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23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

1 総
患者の受付及び
案内に係る事務

診療を希望する方が、ス
ムーズに受診できるよ
う、優しく的確に案内、
受付をする。

患者

定
例
定
型

事務執行の
日数

３６６日 ３６５日 ３６５日 188,789 ３６６日
適切な受付ができて
おり、成果がでてい
る。

Ａ 190,000 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1
患者の受付及び
案内に係る事務

各診療科の新
患・再来患者
の受付案内業
務

事務執行の日
数

３６６日 ３６６日 188,789

各診療科の新
患・再来患者
の受付案内業
務

事務執行の日
数

３６５日 190,000 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
患者の受付及び
案内に係る事務

患者の入院及
び退院に係る
手続

事務執行の日
数

３６６日 ３６６日
患者の入院及
び退院に係る
手続

事務執行の日
数

３６５日 済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

1
患者の受付及び
案内に係る事務

入院申込書、
入院証書等の
保管業務

事務執行の日
数

３６６日 ３６６日
入院申込書、
入院証書等の
保管業務

事務執行の日
数

３６５日 済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

1
患者の受付及び
案内に係る事務

外泊許可願、
家族付添許可
及び転用通知
等の保管

保管日数 ３６６日 ３６６日

外泊許可願、
家族付添許可
及び転用通知
等の保管

保管日数 ３６５日 済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

1
患者の受付及び
案内に係る事務

特別室使用申
込同意書の管
理

管理日数 ３６６日 ３６６日
特別室使用申
込同意書の管
理

管理日数 ３６５日 済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
入院、外来、そ
の他収入金の請
求に係る事務

外来・入院患者の医療
費、労災・公災の医療
費、交通事故の医療費等
を漏れなく請求し収益を
確保する。

患者及
びその
家族

定
例
定
型

医療保険の
請求期限

毎月１０日 毎月１０日 毎月１０日 409

毎月１
０日以
前に請
求済み

適切な会計請求が出
ており、成果が上
がっている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

2

入院、外来、そ
の他収入金の請
求に係る事務

連合会及び基
金に対する入
通院分の保険
医療費の請求
を行う。

請求期限
毎月１０
日

毎月１０
日以前に
請求済み

連合会及び基
金に対する入
通院分の保険
医療費の請求
を行う。

請求期限
毎月１０
日

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2

入院、外来、そ
の他収入金の請
求に係る事務

公務災害及び
労働災害患者
に係る治療費
の請求を行
う。

請求期限
毎月１０
日

毎月１０
日以前に
請求済み

公務災害及び
労働災害患者
に係る治療費
の請求を行
う。

請求期限
毎月１０
日

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2

入院、外来、そ
の他収入金の請
求に係る事務

交通事故患者
に係る医療費
の請求を行
う。

治療終了後、
請求までの期
間

２ヶ月以
内

２ヶ月以
内に請求
済み

交通事故患者
に係る医療費
の請求を行
う。

治療終了後、
請求までの期
間

２ヶ月以
内

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2

入院、外来、そ
の他収入金の請
求に係る事務

各請求書ごと
の調定

調定期限
毎月１５
日

毎月１５
日までに
調定済み

409
各請求書ごと
の調定

調定期限
毎月１５
日

済
必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

3 総
診療報酬請求に
係る事務

査定・返戻されたレセプ
トを調査する。併せて再
審査請求を積極的に行
い、収益を確保する。

国保連
合会、
支払基

金

定
例
定
型

再請求時期
と再審査請
求件数

２ヶ月以
内、２００
件

２ヶ月以
内、２００
件

２ヶ月以
内、２００
件

年２４
９件を
２ヶ月
以内に
請求済
み

再審査請求が可能な
返戻レセプトは全て
請求した。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

3
診療報酬請求に
係る事務

返戻レセプト
の再請求

再請求までの
期間

２ヶ月以
内

２ヶ月以
内に請求
済み

返戻レセプト
の再請求

再請求までの
期間

２ヶ月以
内

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

3
診療報酬請求に
係る事務

査定されたレ
セプトの調査
及び再請求

再審査請求の
件数

年２００
件

年２４９
件

査定されたレ
セプトの調査
及び再請求

再審査請求の
件数

年２００
件

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

4 総
他医療機関との
連携に係る事務

診療所と病院の連携体制
の充実を図る。

他の医
療、介
護、保
険福祉
施設等

定
例
定
型

紹介率及び
逆紹介率

紹介率:
60％以上
逆紹介率:
30％以上

紹介率:
60％以上
逆紹介率:
30％以上

紹介率:
60％以上
逆紹介率:
30％以上

紹介率:
61.0％
逆紹介
率:
36.5％

適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

4
他医療機関との
連携に係る事務

医療機関との
紹介及び逆紹
介に係る事務

紹介率及び逆
紹介率

紹介率:
60％以
上
逆紹介率:
30％以
上

紹介率:
61.0％
逆紹介率:
36.5％

医療機関との
紹介及び逆紹
介に係る事務

紹介率及び逆
紹介率

紹介率:
60％以
上
逆紹介率:
30％以
上

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

4
他医療機関との
連携に係る事務

他医療機関か
らの検査依頼
に係る事務

検査受託件数

放射線科:
（年
1,200件
以上）
内視鏡検
査:（年
300件以
上）

放射線科
1,192件
内視鏡検
査334件

他医療機関か
らの検査依頼
に係る事務

検査受託件数

放射線科:
（年
1,200件
以上）
内視鏡検
査:（年
300件以
上）

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称



業務棚卸評価シート 2/6

23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

4
他医療機関との
連携に係る事務

登録医制度の
運営に係る事
務

運営委員会等
の開催回数

年１回 １回
地域医療支援
病院に係る事
務

地域医療支援
委員会の開催
回数

年２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5 総
健康管理セン
ターにおける業
務

検診・健診により予防医
学の充実を行う

受診者

定
例
定
型

人間ドック
の実施件数

年８００件 年８００件 年８００件
９９７
件

適切に実施され、成
果が上がっている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし

予
算
な
し

5

健康管理セン
ターにおける業
務

人間ドックの
実施

実施件数
年８００
件

９９７件
人間ドックの
実施

実施件数
年８００
件

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
市民健康講座の
開催

市民の健康維持を目的と
して、当院医師による出
張講座を実施

市民

定
型
定
例

医師による
出張講座

月１回開催 月１回開催 月１回開催

医師の
異動が
ある月
を除き
９回開
催

適切に開催され、成
果が上がっている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし

予
算
な
し

6
市民健康講座の
開催

医師による出
張講座の開催

開催回数 月１回

医師の異
動がある
月を除き
９回開催

医師による出
張講座の開催

開催回数 月１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
診断書、証明書
等の交付申請受
付に係る事務

患者の交付申請に対し
て、迅速に対応する。

患者

定
例
定
型

受付から発
行までの期
間

１４日以内 １４日以内 １４日以内 164
概ね７
日以内

適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

7

診断書、証明書
等の交付申請受
付に係る事務

診断書（普
通、特別及び
死亡）、証明
書等の交付申
請の受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

概ね７日
以内

診断書（普
通、特別及び
死亡）、証明
書等の交付申
請の受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

7

診断書、証明書
等の交付申請受
付に係る事務

意見書（介
護、生保、養
育及び身障）
の交付申請の
受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

概ね７日
以内

164

意見書（介
護、生保、養
育及び身障）
の交付申請の
受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

済
必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

7

診断書、証明書
等の交付申請受
付に係る事務

証明書（受診
証明及び領収
証明）等の交
付申請の受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

概ね７日
以内

証明書（受診
証明及び領収
証明）等の交
付申請の受付

受付から発行
までの期間

１４日以
内

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
会計窓口に係る
業務

会計窓口に来る患者に優
しく迅速に対応する。

患者

定
例
定
型

会計窓口の
開設日数

年３６６日 年３６５日 年３６５日 6,510
３６６
日

民間委託を活用し、
適切に事務処理を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 9,223 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

8
会計窓口に係る
業務

会計窓口にお
ける診療費の
収納事務

会計窓口の開
設日数

３６６日 ３６６日 6,510
会計窓口にお
ける診療費の
収納事務

会計窓口の開
設日数

３６５日 9,223 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9 総
診療記録の保管
に係る事務

カルテの管理、準備を的
確・迅速におこない、診
療がスムーズに進行する
ようにつとめる。

患者

定
例
定
型

診療記録の
貸出及び回
収、収納の
執行日数

２４４日 ２４６日 ２４４日 29,499
２４４
日

臨時職員の活用で適
切な処理が行われ、
成果が上がってい
る。

Ａ 28,897

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9
診療記録の保管
に係る事務

予約患者一覧
の編集、予約
カルテ抽出及
び出庫業務

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

予約患者一覧
の編集、予約
カルテ抽出及
び出庫業務

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

27
以
降

専門的な知識が要求
されるため、医事業
務の経験者であれ
ば、再任用職員の活
用が可能

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

同時刻予約の
受診歴確認、
同一診療科内
の複数予約の
履歴確認、入
力誤りの訂正

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

同時刻予約の
受診歴確認、
同一診療科内
の複数予約の
履歴確認、入
力誤りの訂正

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

27
以
降

専門的な知識が要求
されるため、医事業
務の経験者であれ
ば、再任用職員の活
用が可能

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

カルテ管理シ
ステム端末全
台のセーブ作
業

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

カルテ管理シ
ステム端末全
台のセーブ作
業

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

27
以
降

専門的な知識が要求
されるため、医事業
務の経験者であれ
ば、再任用職員の活
用が可能

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

診療録に関す
る部門との調
整及び関係各
部署への周知

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

診療録に関す
る部門との調
整及び関係各
部署への周知

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

27
以
降

専門的な知識が要求
されるため、医事業
務の経験者であれ
ば、再任用職員の活
用が可能

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

不明カルテの
検索と廃棄リ
ストの作成、
カルテの履歴
変更にかかる

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

不明カルテの
検索と廃棄リ
ストの作成、
カルテの履歴
変更にかかる

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

27
以
降

専門的な知識が要求
されるため、医事業
務の経験者であれ
ば、再任用職員の活
用が可能

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

9
診療記録の保管
に係る事務

外来カルテの
準備及び監査
全般に係る事
務

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日 29,499

外来カルテの
準備及び監査
全般に係る事
務

事務の執行日
数

２４６日 28,897

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9
診療記録の保管
に係る事務

入院カルテの
管理、病歴登
録全般に係る
事務

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

入院カルテの
管理、病歴登
録全般に係る
事務

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

入院サマリの
点検、記載依
頼及び督促

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日
入院サマリの
点検、記載依
頼及び督促

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

フィルムの移
動・廃棄等の
管理に係る事
務

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

フィルムの移
動・廃棄等の
管理に係る事
務

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

検査記録等の
カルテへの綴
じ込み等に係
る管理

事務の執行日
数

２４４日 ２４４日

検査記録等の
カルテへの綴
じ込み等に係
る管理

事務の執行日
数

２４６日

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

9
診療記録の保管
に係る事務

診療申込書の
管理

管理日数 ３６６日 ３６６日
診療申込書の
管理

管理日数 ３６５日

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総
未収金の管理、
督促及び徴収に
係る事務

未収金の回収 患者

定
型
定
例

督促状及催
告状の発送
回数

督促状:年１
２回
催告状:年２
回

督促状:年１
２回
催告状:年２
回

督促状:年１
２回
催告状:年２
回

1,563

督促状
１２
回、催
告状２
回を発
送済み

弁護士の活用によ
り、長期間未収と
なっている金額の内
2,324,693円の未
収金回収ができた。

Ａ 7,341

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10

未収金の管理、
督促及び徴収に
係る事務

診療費の未納
者に対する督
促状及び催告
状の送付

督促状及催告
状の発送回数

督促状:年
１２回
催告状:年
２回

督促状１
２回、催
告状２回
を発送済
み

385

診療費の未納
者に対する督
促状及び催告
状の送付

督促状及催告
状の発送回数

督促状:年
１２回
催告状:年
２回

386

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10

未収金の管理、
督促及び徴収に
係る事務

高額医療費の
委任による徴
収に係る事務

高額療養費の
委任払いにお
ける自治体と
の協定件数

年８件 １２件
高額医療費の
委任による徴
収に係る事務

高額療養費の
委任払いにお
ける自治体と
の協定件数

年１２件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10

未収金の管理、
督促及び徴収に
係る事務

悪質未収者へ
の弁護士によ
る内容証明催
告事務

内容証明催告
通知書の発送
件数

年６０件 ３４件 794

悪質未収者へ
の弁護士によ
る内容証明催
告事務

内容証明催告
通知書の発送
件数

年６０件 1,400

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10

未収金の管理、
督促及び徴収に
係る事務

民事訴訟法に
基づく法手続
等による未収
金の回収

支払い督促、
少額訴訟及び
民事訴訟等の
実施件数

年１０件 ３件 384

民事訴訟法に
基づく法手続
等による未収
金の回収

支払い督促、
少額訴訟及び
民事訴訟等の
実施件数

年１０件 5,555

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

11 総
診療録の開示に
係る事務

診療録等を適正に開示
し、患者に提供する。

患者

定
型
定
例

開示請求に
対する回答
までの期間

１５日以内 １５日以内 １５日以内
概ね１
０日以
内

適切に開示が行われ
成果が上がってい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

11
診療録の開示に
係る事務

カルテ等の診
療記録の開示

診療記録の開
示請求に対す
る回答までの
期間

１５日以
内

概ね１０
日以内

カルテ等の診
療記録の開示

診療記録の開
示請求に対す
る回答までの
期間

１５日以
内

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総
医事に関する統
計及び報告

病院日誌、決算、年報等
に必要な統計処理を行
う。

患者

定
型
定
例

外来患者
数・入院患
者数の統計
処理実施日

毎月５日ま
でに

毎月５日ま
でに

毎月５日ま
でに

245

毎月５
日まで
に報告
済み

適切な処理が行われ
成果が上がってい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

12
医事に関する統
計及び報告

外来患者数及
び入院患者数
の統計処理

統計処理実施
日

毎月５日
毎月５日
までに報
告済み

外来患者数及
び入院患者数
の統計処理

統計処理実施
日

毎月５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
医事に関する統
計及び報告

時間外及び救
急車、入院患
者数の統計処
理

統計処理実施
日

毎月２０
日

毎月２０
日までに
報告済み

時間外及び救
急車、入院患
者数の統計処
理

統計処理実施
日

毎月２０
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
医事に関する統
計及び報告

外来患者及び
入院患者の稼
働額統計、そ
の他医業収益
の稼働額統計

統計処理実施
日

毎月２０
日

毎月２０
日までに
報告済み

245

外来患者及び
入院患者の稼
働額統計、そ
の他医業収益
の稼働額統計

統計処理実施
日

毎月２０
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

12
医事に関する統
計及び報告

インフルエン
ザ定点等の県
への報告

保健所への報
告日

毎週月曜
日

毎週月曜
日に報告
済み

インフルエン
ザ定点等の県
への報告

保健所への報
告日

毎週月曜
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
医事に関する統
計及び報告

人間ドック受
診者数、一般
健診受診者数
及び収入等の
統計

統計処理実施
日

毎月１５
日

毎月１５
日までに
報告済み

人間ドック受
診者数、一般
健診受診者数
及び収入等の
統計

統計処理実施
日

毎月１５
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
医事に関する統
計及び報告

国際疾病分類
による各種疾
病統計の作成

作成回数 年４回 ４回
国際疾病分類
による各種疾
病統計の作成

作成回数 年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
電算の運用管理
に係る事務

院内の各システム、マシ
ンの運用管理に努める。
院内の医療情報システム
の適切な運用管理に努め
る。

患者

定
型
定
例

システム稼
働日数

３６６日 ３６５日 ３６５日 15,750
３６６
日

適切に管理・事務処
理が行われ成果が上
がっている。

Ａ 16,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13
電算の運用管理
に係る事務

院内の医療情
報システム及
び電算機器の
運用管理

システム稼働
日数

３６６日 ３６６日 15,750

院内の医療情
報システム及
び電算機器の
運用管理

システム稼働
日数

３６５日 16,000

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

13
電算の運用管理
に係る事務

電算管理運営
委員会の開催

開催回数 年６回 ６回
電算管理運営
委員会の開催

開催回数 月１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
健診に係る契約
に関する事務

人間ドック及び健診に関
わる自治体・企業との契
約を行う。

自治
体・企

業

定
型
定
例

企業数の確
保

年間１１件 年間１１件 年間１１件 １２件
適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

14
健診に係る契約
に関する事務

人間ドック及
び健診に係る
自治体、企業
との契約の締
結

契約締結件数 年１１件 １２件

人間ドック及
び健診に係る
自治体、企業
との契約の締
結

契約締結件数 年１１件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総
医薬品等の製造
販売後調査に関
する事務

医薬品、診療材料の治験
を行う契約を企業と結
ぶ。

企業

定
型
定
例

企業との契
約締結件数

年間１０件 年間１０件 年間１０件 １７件
適切に契約事務が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

15

医薬品等の製造
販売後調査に関
する事務

医薬品、診療
材料の治験契
約の締結

契約締結件数 年１０件 １７件
医薬品、診療
材料の治験契
約の締結

契約締結件数 年１０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総
在宅医療に係る
事務

在宅療法の必要な患者に
対する、業者との連絡と
医師の指示書の発行

患者

定
型
定
例

医師の指示
から依頼ま
での事務処
理期間

４日以内 ４日以内 ４日以内

概ね３
日以内
に処理
済み

適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

16
在宅医療に係る
事務

在宅療法の必
要な患者に係
る業者との連
絡及び医師の
指示書の発行

医師の指示か
ら依頼までの
事務処理期間

４日以内
概ね３日
以内に処
理済み

在宅療法の必
要な患者に係
る業者との連
絡及び医師の
指示書の発行

医師の指示か
ら依頼までの
事務処理期間

４日以内
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17 総
各種医療相談の
実施

他医療機関、福祉施設、
行政と連携し、患者の転
医、在宅療養、医療相談
等に迅速に対応する。

患者

定
型
定
例

各種医療相
談の受け入
れを可能と
する日数

２４４日 ２４６日 ２４４日 5,149
２４４
日(９１
４件）

嘱託職員・臨時職員
を活用し、適切に事
務処理を行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 5,060 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

17
各種医療相談の
実施

転院及び入所
に係る相談の
受付

受付日数 ２４４日
２４４日
(2,995
件)

5,149
転院及び入所
に係る相談の
受付

受付日数 ２４６日 5,060 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

17
各種医療相談の
実施

在宅医療に係
る相談の受付

受付日数 ２４４日
２４４日
(1,211
件)

在宅医療に係
る相談の受付

受付日数 ２４６日 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17
各種医療相談の
実施

福祉に係る相
談の受付

受付日数 ２４４日
２４４日
(68件)

福祉に係る相
談の受付

受付日数 ２４６日 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17
各種医療相談の
実施

費用に係る相
談の受付

受付日数 ２４４日
２４４日
(70件)

費用に係る相
談の受付

受付日数 ２４６日 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17
各種医療相談の
実施

その他の医療
相談の受付

受付日数 ２４４日
２４４日
(1,938
件)

その他の医療
相談の受付

受付日数 ２４６日 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

18 総
病院における会
計事務

地方公営企業法に基づく
会計事務

市民

定
型
定
例

決算書の作
成期限

５月末日 ５月末日 ５月末日 104,991
５月２
７日

臨時職員を活用し、
適切に事務処理を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 97,731 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

18
病院における会
計事務

支出負担行為
の確認

確認回数
１件につ
き２回

１件につ
き２回実
施済み

578
支出負担行為
の確認

確認回数
１件につ
き２回

579 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

支出命令の審
査

審査回数
１件につ
き２回

１件につ
き２回実
施済み

577
支出命令の審
査

審査回数
１件につ
き２回

579 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

資金予算表の
作成

作成期限
毎月２０
日

毎月２０
日以前に
作成済み

資金予算表の
作成

作成期限
毎月２０
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
病院における会
計事務

地方公営企業
法施行令によ
る決算書の作
成

作成期限 ５月末日
５月２７
日

地方公営企業
法施行令によ
る決算書の作
成

作成期限 ５月末日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
病院における会
計事務

地方公営企業
法施行令によ
る月別試算表
の作成

作成期限
毎月２０
日

毎月２０
日以前に
作成済み

地方公営企業
法施行令によ
る月別試算表
の作成

作成期限
毎月２０
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
病院における会
計事務

一時的な資金
不足での借入
金の償還

償還日 ３月末日
借入金は
発生せず

0
一時的な資金
不足での借入
金の償還

償還日 ３月末日 13
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

繰延勘定の償
却

伝票起票 ３月末日
３月３０
日

42,647
繰延勘定の償
却

伝票起票 ３月末日 42,647
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

当年度控除対
象外の課税仕
入れに係る消
費税の計算

伝票起票 ３月末日
３月３０
日

24,283

当年度控除対
象外の課税仕
入れに係る消
費税の計算

伝票起票 ３月末日 11,080
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

納税 伝票起票

９月末日
１２月末
日
３月末日
６月末日

各月とも
月末まで
に処理済
み

10,702 納税 伝票起票

９月末日
１２月末
日
３月末日
６月末日

17,833
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

前年度３月診
療分診療報酬
請求査定に係
わる修正

伝票起票 ５月末日
５月２７
日

22,529

前年度３月診
療分診療報酬
請求査定に係
わる修正

伝票起票 ５月末日 15,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18
病院における会
計事務

窓口未収金の
不納欠損

伝票起票 ３月末日
３月３０
日

3,675
窓口未収金の
不納欠損

伝票起票 ３月末日 10,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

19 総
現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

地方公営企業法に基づく
現金、有価証券の出納及
び支払

患者

定
型
定
例

資金運用の
期間

年３６６日 年３６５日 年３６５日 1,175
３６６
日

民間委託及び臨時職
員を活用し、適切に
事務処理を行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 1,329 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

19

現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

コンビニにお
ける収納代行
事務の管理

管理日数 ３６６日 ３６６日 148
コンビニにお
ける収納代行
事務の管理

管理日数 ３６５日 300 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

19

現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

現金の集計及
び自動支払
機、つり銭機
の管理

管理日数 ２４４日 ２４４日

現金の集計及
び自動支払
機、つり銭機
の管理

管理日数 ２４６日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19

現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

銀行振込に係
る事務

確認回数
１件につ
き２回

１件につ
き２回実
施済み

1,027
銀行振込に係
る事務

確認回数
１件につ
き２回

1,029 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

19

現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

資金の運用 運用日数 ３６６日 ３６６日 資金の運用 運用日数 ３６５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 355,419 355,419 363,828 363,828

医事課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

高度で良質な医療サービスを提供する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

医事課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

19

現金及び有価証
券の出納及び管
理に関すること

社債等の振替
に関する法律
に基づく出納
及び管理

管理日数 ３６６日 ３６６日

社債等の振替
に関する法律
に基づく出納
及び管理

管理日数 ３６５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20 総
湘南メディカル
コントロール協
会に係る事務

湘南メディカルコント
ロール協会に関すること

協会

定
型
定
例

会議参加数 年間５回 年間５回 年間５回 ５回
適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

20

湘南メディカル
コントロール協
会に係る事務

地区のメディ
カルコント
ロール体制の
推進について
の協議・調整

湘南メディカ
ルコントロー
ル協会の会議
参加回数

年５回 ５回

地区のメディ
カルコント
ロール体制の
推進について
の協議・調整

湘南メディカ
ルコントロー
ル協会の会議
参加回数

年５回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総
ＤＰＣ対象病院
に係る業務

ＤＰＣ（包括評価による
新たな診療費の計算方
式）本請求業務及びデー
タ分析、提出を行う

患者

定
型
定
例

ＤＰＣデー
タの作成期
限

請求月翌月
の２５日

請求月翌月
の２５日

請求月翌月
の２５日

195

請求月
翌月の
２５日
以前に
作成済
み

適切な事務処理が行
われ成果が上がって
いる。

Ａ 7,278 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

21
ＤＰＣ対象病院
に係る業務

ＤＰＣによる
保険請求内容
の分析

分析データの
提出期限

請求月翌
月の末日

請求月翌
月内に提
出済み

195
ＤＰＣによる
保険請求内容
の分析

分析データの
提出期限

請求月翌
月の末日

7,278 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

21
ＤＰＣ対象病院
に係る業務

ＤＰＣ請求の
ための病歴
データ作成

作成期限
請求月翌
月の２５
日

請求月翌
月の２５
日以前に
作成済み

ＤＰＣ請求の
ための病歴
データ作成

作成期限
請求月翌
月の２５
日

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総
医師事務作業補
助員の管理業務

地域の急性期医療機関に
勤務する医師の負担軽減
を図る国の施策に鑑み、
医師の負担を軽減する体
制づくり

医師

定
型
定
例

事務補助者
への研修

月１回 ３２時間 ３２時間

基礎研
修を年
度当初
に１６
時間実
施

研修について、施設
基準に則ったものへ
変更する。

Ｃ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

22
医師事務作業補
助員の管理業務

医師事務作業
補助員の職務
知識向上のた
めの研修会開
催

開催回数 月１回

基礎研修
を年度当
初に１６
時間実施

医師事務作業
補助体制加算
の施設基準と
しての研修を
実施

研修時間 ３２時間
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
型
定
例

適切な処理が行われ
成果が上がってい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

課の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

１２月 １２月

課の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

１２月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

患者の避難誘
導及び収容に
関すること

患者の避難誘
導及び収容

随時
３回の訓
練実施

患者の避難誘
導及び収容に
関すること

患者の避難誘
導及び収容

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時の医事
相談に関する
こと

医事相談の実
施

随時
２３年度
は相談者
なし

災害時の医事
相談に関する
こと

医事相談の実
施

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務
庁内共通事務のとりまと
めや庁内外の照会回答を
行う。

職員

定
型
定
例

980 980 969 969 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持


